R2.6.23 時点版


「財務の状況についての報告書」の記載要領
「許可等の申請者又は許可等を受けた者の適格性に関する事務取扱い」（令和２年11月16日付け２水漁第883号水産庁長官通知）に定める別記様式３及び別記様式４の記載要領については、下記のとおりとする。

許可等の申請者又は許可等を受けた者の適格性に関する事務取扱いについて（抄）

２　許可等の申請者又は許可等を受けた者による申告

（１）申告方法

③　法第41条第１項第６号（生産性）
　ア　別記様式３「財務の状況についての報告書（個人経営体）」
イ　別記様式４「財務の状況についての報告書（法人経営体）」

（２）申告時期

③　別記様式３及び別記様式４の申告時期

許可を受けた者は、法第52条第１項の規定に基づき提出する許可省令第14条第２項第８号に規定する財務の状況として、最近における損益を知ることができる書類（特に営業利益及び減価償却費が記された書類として、個人経営体にあっては確定申告書、青色申告決算書、収支内訳書その他の財務に関する書類をいい、法人経営体にあっては貸借対照表、損益計算書その他の財務に関する書類をいう。以下同じ。）を提出するときに提出する。

起業の認可を受けた者についても、法第41条第１項第６号に掲げる適格性を確認するため、少なくとも年に１度、最近における損益を知ることができる書類を提出することとし、その提出に合わせて、別記様式３又は別記様式４を提出する。

（３）提出先

別記様式３及び別記様式４の提出については、漁獲成績報告書の提出方法に準ずる。
（４）その他

この通知の規定により提出する書類は、許可等を受けた者ごとに提出するものであり、許可等ごとの提出は要しない。
また、同時に２以上の申請書その他の書類を提出する場合において、各申請書その他の書類に添付すべき書類の内容が同一であるときは、１の申請書その他の書類にこれを添付し、他の申請書その他の書類にはその旨を記載して、１の申請書その他の書類に添付した書類を省略することができる。

附　則　（抄）
４　別記様式３及び別記様式４について、初回提出の取扱いは、改正法施行後最初の決算後の漁獲成績報告書の提出に合わせることとする。

記

第１　別記様式３（個人経営体）の記載方法
１　「Ⅰ　期間」について
報告の対象となる年（１月～12月）を記載すること。
２　「Ⅱ　財務の状況」について
（１）表１について
①　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、表３の「営業利益（①）」を転記すること。
②　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、表３の「減価償却費（②）」を転記すること。
③　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、上記①及び②の合計値を記載すること。
④　「水産庁長官が特に認める収入について」（令和２年11月16日付け２水漁第876号水産庁長官通知）で定める収入とし、その収入ごとに記載すること。
該当する収入が４つ以上存在する場合は、必要に応じて「行」を追加し、記載すること。
なお、③に含まれる収入は記載しないほか、③が黒字の場合には記載不要。

⑤　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、上記③及び④の合計値を記載すること。
なお、③が黒字の場合は記載不要。

（２）表２について
⑥　「漁業法第41条第１項第６号に該当する者の基準及び勧告の指針」（令和２年６月30日付け２水漁第282号水産庁長官通知）における大臣許可漁業の種類ごとのアのa～cに規定する事項として、それぞれ対応した数値を記載すること。dについては、対象魚種の名称を記載すること。
⑦　aは「Ⅰ　期間」における生産量の合計値を記載すること。
b及びcは自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、aと同じ数値を記載すること。

dは「Ⅰ　期間」における⑥のdの対象魚種の生産量の合計値を記載すること。

⑧　aは「Ⅰ　期間」における生産額の合計値を記載すること。
b及びcは自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、aと同じ数値を記載すること。
dは「Ⅰ　期間」における⑥のdの対象魚種の生産額の合計値を記載すること。

⑨　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、a、b、cは「⑦　生産量」÷「⑥　数値」により算出される数値、dは⑦と同じ数値を記載すること。

⑩　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、a、b、cは「⑧　生産額」÷「⑥　数値」により算出される数値、dは⑧と同じ数値を記載すること。
（３）表３について
別記様式３に合わせて提出する確定申告書、青色申告決算書又は収支内訳書その他の財務に関する資料のうち、該当する科目から数値を転記すること。
◎は必須記載事項とし、◎以外の科目については可能な範囲で記載。
ア　売上（収入）金額
（ア）漁業による収入（◎）
漁業による事業収入から、労働収入、年金収入、雑収入を除いたものを記載すること。
（イ）その他
漁業以外（水産加工業等）の事業収入から、労働収入、年金収入、雑収入は除いたものを記載すること。
（ウ）売上（収入）金額（◎）
「（ア）漁業による収入」＋「（イ）その他」により算出される金額を記載すること。
イ　売上原価
（ア）経費
青色申告決算書又は収支内訳書における経費の合計値を記載すること。
（イ）専従者給与
青色申告決算書における専従者給与又は収支内訳書における専従者控除を転記すること。
（ウ）利子割引料
青色申告決算書又は収支内訳書における利子割引料を転記すること。
（エ）雑費
青色申告決算書又は収支内訳書における雑費を転記すること。
（オ）売上原価（◎）
「（ア）経費」＋「（イ）専従者給与（専従者控除）」－「（ウ）利子割引料」－「（エ）雑費」により算出される金額を記載すること。
ウ　営業利益（◎）
「アの（ウ）売上（収入）金額」－「イの（オ）売上原価」により算出される金額を記載すること。
エ　営業外損益
労賃収入、年金収入、雑収入の合計値から利子割引料、雑費を除いたものを記載すること。
オ　経常利益
「ウ　営業利益」－「エ　営業外利益」により算出される金額を記載すること。
カ　減価償却費（◎）
青色申告決算書又は収支内訳書における減価償却費を転記すること。
第２　別記様式４（法人経営体）の記載方法
１　「Ⅰ　期間」について
決算期を記載すること。
２　「Ⅱ　財務の状況」について
（１）表１について
①　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、表３の「営業利益（①）」を転記すること。
②　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、表３の「売上原価合計のうち減価償却費（⑪）」＋「販売費及び一般管理費合計のうち減価償却費（⑫）」により算出される金額を記載すること。
③　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、上記①及び②の合計値を記載すること。
④　「水産庁長官が特に認める収入について」（令和２年11月16日付け２水漁第876号水産庁長官通知）で定める収入とし、その収入ごとに記載すること。
該当する収入が４つ以上存在する場合は、必要に応じて「行」を追加し、記載すること。
なお、③に含まれる収入は記載しないほか、③が黒字の場合には記載不要。

⑤　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、上記③及び④の合計値を記載すること。
なお、③が黒字の場合は記載不要。

（２）表２について
⑥　「漁業法第41条第１項第６号に該当する者の基準及び勧告の指針」（令和２年６月30日付け２水漁第282号水産庁長官通知）における大臣許可漁業の種類ごとのアのa～cに規定する事項として、それぞれ対応した数値を記載すること。dについては、対象魚種の名称を記載すること。
⑦　aは「Ⅰ　期間」における生産量の合計値を記載すること。
b及びcは自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、aと同じ数値を記載すること。
dは「Ⅰ　期間」における⑥のdの対象魚種の生産量の合計値を記載すること。
⑧　aは「Ⅰ　期間」における生産額の合計値を記載すること。
b及びcは自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、aと同じ数値を記載すること。
dは「Ⅰ　期間」における⑥のdの対象魚種の生産額の合計値を記載すること。

⑨　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、a、b、cは「⑦　生産量」÷「⑥　数値」により算出される数値、dは⑦と同じ数値を記載すること。

⑩　自動計算のため、記載不要。
ただし、手書きの場合は、a、b、cは「⑧　生産額」÷「⑥　数値」により算出される数値、dは⑧と同じ数値を記載すること。
（３）表３について
別記様式４に合わせて提出する損益計算書又は貸借対照表その他の財務に関する資料のうち、該当する科目から数値を転記すること。
◎は必須記載事項とし、◎以外の科目については可能な範囲で記載。
ア　売上高
（ア）漁労売上高（◎）
損益計算書に水揚高の合計値が記載されている場合、当該数値を転記すること。

損益計算書に記載がない場合、漁獲物の販売金額（水揚高）を記載すること。
（イ）その他（漁労外売上高）
以下に掲げる収入の合計値を記載すること。

（水産加工業収入）
水産加工品（素干、煮干、塩干、魚油、節類等）の販売収入、水産加工工程で生じた副産物の販売収入、水産加工用生産手段の賃貸料、水産加工用資材の転売収入等
（漁業及び水産加工業以外の事業収入）
製氷売上高、保管及び凍結収入、商工業収入
受取地代家賃・その他固定資産（漁業・水産加工業を除く。）の賃貸料収入、倉庫料収入（主たる営業活動の場合。）
遊戯場経営収入、民宿経営収入等
（その他の収入）

漁船、漁網当の漁業用生産手段を貸与して得た賃貸料、漁獲物の内臓、ひれ等の副産物販売収入、販売手数料の歩戻金（販売奨励金・奨励金）、漁獲共済の受取金、漁業経営安定対策事業（積立ぷらす）の払戻金のうち国庫補てん分及び返戻された積立手数料、漁業経営セーフティーネット構築事業（漁業用燃油価格安定対策事業及び養殖用配合飼料価格安定対策事業）の補てん金のうち国庫補助額、漁業に付随する受取手数料、漁業用資材の転売収入等
（ウ）売上高合計（◎）
損益計算書における売上高合計を転記すること。
「（ア）漁労売上高」＋「（イ）その他」により算出される金額
イ　売上原価
（ア）漁労売上原価
ａ　期首棚卸高
期首における漁獲物、養殖業生産物、仕掛品、原材料等の棚卸高を記載すること。
ｂ　製品製造原価

（ａ）労務費
乗組員に支払った賃金等、航海中に乗組員に支給した食料費、乗組員のための福利厚生の費用及び前記以外の雇用労賃に該当する費用を記載すること。
（ｂ）材料費及び経費
①　漁船・漁具費
帆布・櫓・錨・漁船用シート・たわし等の漁具、油さし・油ふき・機関修理道具等の機関備品、電気器具・冷凍装置の備品及び漁船の補修・修理のための釘・かすがい・針金・木材・ペンキ等の諸材料・部品費並びに一般に漁具と呼ばれるものの購入費の合計値を記載すること。
②　油費

漁船に使用した一切の油代を記載すること。
③　えさ代
漁獲、養殖用のえさ代を記載すること。
④　種苗代
真珠母貝、魚類養殖等の種苗代を記載すること。
⑤　修繕費

漁船の船体（上架費を含む。）、機関、電気電子機器、冷凍装置、漁労装置や漁網漁具等の修理費及び修繕引当金繰入額、特別修繕引当金繰入額等の合計値を記載すること。
⑥　租税公課
租税、公課諸負担の漁業負担額の合計値を記載すること。
⑦　減価償却費
漁業用固定資産の減価償却費、建物・車両運搬具・器具・備品等の固定資産の減価償却費の合計値を記載すること。
⑧　その他
上記①～⑦以外の経費（魚箱・氷代、漁船・漁具費等に分類できない材料費、賃借料及び料金を含む。）の合計値を記載すること。
⑨　材料費及び経費合計
上記①～⑧の合計値を記載すること。
（ｃ）製造原価合計
「（ａ）労務費」＋「（ｂ）の⑨　材料費及び経費合計」により算出される金額を記載すること。
ｃ　期末棚卸高
期末における漁獲物、養殖業生産物、仕掛品、原材料等の棚卸高を記載すること。
ｄ　漁労売上原価合計（◎）
「ａ　期首棚卸高」＋「ｂの（ｃ）製品製造原価」＋「ｃ　期末棚卸高」により算出される金額を記載すること。
（イ）その他
以下に掲げる収入の合計値を記載すること。

（水産加工に要した一切の原価）
水産加工を行うための購入原料代、自給原料代（産地市場価格で評価）、雇用労賃、補助原材料費、施設備品費、消耗品費、減価償却費等
（漁業、水産加工業以外の事業に要した一切の原価）
この費用には、その他の事業に関する固定資産の減価償却費を含む。
（ウ）売上原価合計（◎）
損益計算書における売上原価合計を転記すること。
「（ア）のｄ　漁労売上原価」＋「（イ）その他」により算出される金額
（売上原価合計のうち減価償却費）（◎）
「（ア）のｂの（ｂ）の⑦　減価償却費」＋「「（イ）その他」に含まれる減価償却費」により算出される金額を記載すること。
ウ　売上総利益（◎）
損益計算書における売上総利益を転記すること。
「アの（ウ）売上高合計」－「イの（ウ）売上原価合計」により算出される金額
エ　販売費及び一般管理費
（ア）漁労販売費及び一般管理費
ａ　給料手当・役員報酬
役員報酬、事務職員給与・手当、事務職員福利厚生費（健康保険・厚生年金保険・失業保険・労災保険等の保険料の事業者負担分、宿舎費、慰安旅行費等）等の合計値を記載すること。
ｂ　販売手数料
魚市場の卸売業者に支払った卸売手数料（水揚口銭）、漁業協同組合・その他の水産物販売業者への支払手数料の合計値を記載すること。
ｃ　租税公課
管理部門に属する固定資産税、自動車税、その他の負担金等の合計値を記載すること。
ｄ　減価償却費
管理部門で使用する固定資産の減価償却費を記載すること。
ｅ　その他
不動産賃借料、支払地代家賃、登記登録料等、その他上記a～ｄ以外の漁労販売費及び一般管理費の合計値を記載すること。
ｆ　漁労販売費及び一般管理費合計
上記ａ～ｅの合計値を記載すること。
（イ）その他
以下に掲げる収入の合計を記載すること。

（水産加工に要した一切の営業費）
販売手数料、減価償却費、租税公課等
（漁業、水産加工業以外の事業に要した一切の営業費）
この費用には、その他の事業に関する固定資産の減価償却費を含む。
（ウ）販売費及び一般管理費合計（◎）
損益計算書における販売費一般管理費合計を転記すること。
「（ア）のｆ　漁労販売費及び一般管理費合計」＋「（イ）その他」の合計値
（販売費及び一般管理費合計のうち減価償却費）（◎）
「（ア）のｄ　減価償却費」＋「「（イ）その他」に含まれる減価償却費」」により算出される金額を記載すること。
オ　営業利益（◎）
損益計算書における営業利益を転記すること。
「ウ　売上総利益」－「エの（ウ）販売費及び一般管理費合計」により算出される金額
カ　営業外収益
損益計算書における営業外収益を転記すること。

なお、営業外収益に該当するものは以下のとおりである。
（地代、配当、利子収入）
受取地代家賃（一時的なもの）、投資不動産賃貸料、預貯金（積立金）利息、貸付金利息、有価証券利息（国債、公債、金融債、社債等の利息）、受取割引料、合同運用の信託・公社債投資信託の収益金の分配、株式・出資金の配当金（税引額）、みなし配当金等
（補助金・補償金収入）
政府・公共団体等から交付される各種補助金、助成金、共済金、損害補償金等
ただし、漁業に関わる補助金・補償金は、売上金のその他に計上し、ここには含まない。
（前記以外の営業外収益）
有価証券売却益、仕入割引、保険料（共済掛金）戻入、石油等の資材販売業者からの割戻（奨励金、リベート）、税金の還付金、各種祝金、雑収入等
キ　営業外費用
（ア）支払利息及び割引料
以下に掲げる収入の合計値を記載すること。

借入金の支払利息一切、手形売却損（支払割引料）、掛買購入品の延滞利子等
負債利子のうち、漁業に関する負債利子
負債利子のうち、漁業以外の負債利子
（イ）その他
寄付金、創立費償却、開業費償却、開発費償却、試験研究費償却、有価証券評価損、有価証券売却損、売上割引、雑支出等上記１以外の営業外費用の合計値を記載すること。
（ウ）営業外費用合計
損益計算書における営業外費用を転記すること。
「（ア）支払利息及び割引料」＋「（イ）その他」により算出される金額
ク　経常利益

損益計算書における経常利益を転記すること。

「オ　営業利益」＋「カ　営業外収益」－「キの（ウ）営業外費用合計」により算出される金額
ケ　特別利益
損益計算書における特別利益を転記すること。
固定資産売却益、前期損益修正益、貸倒引当金戻入益（繰戻額）、その他引当金戻入益（繰戻額）、保険差益等
コ　特別損失
損益計算書における特別損失を転記すること。
臨時損失、前期損益修正損、臨時償却費、固定資産売却・除去損、火災損失、固定資産臨時償却費等
サ　税引前当期純利益

損益計算書における税引前当期純利益を転記すること。
「ク　経常利益」＋「ケ　特別利益」－「コ　特別損失」により算出される金額
シ　法人税、住民税及び事業税
損益計算書における法人税、住民税及び事業税を転記すること。

法人税、法人税追徴額、法人税等調整額、住民税（道府県民税、市町村民税）、住民税追徴額等、事業税等
ス　当期純利益
損益計算書における当期純利益を転記すること。

「サ　税引き前当期純利益」－「シ　法人税、住民税及び事業税」により算出される金額
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